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1. はじめに 
東日本高速道路㈱新潟支社湯沢管理事務所（以下「湯

沢(管)」は、太平洋と日本海を結ぶ大動脈である関越自動

車道（以下「関越道」）水上 IC～小千谷 IC 間約 88km を

所掌している。湯沢(管)管内は日本有数の豪雪地帯として

知られており、冬期は管内全域にわたって猛烈な雪が毎

日のように降り続く。積雪深は平成 23年度、平成 25年度

に土樽 PA で 4.5m を超え、また、1 日に 1m を超す降雪を

記録する事もあり、山間部では累計降雪量が 10m を超え

る地域となっている。 

 
図 1   湯沢(管)管内図 

 

 
図 2  湯沢（管）管内累計降雪量（H30～R3） 

 

関越道では令和 2年 12月 15日（火）～17日（木）明け

方にかけての集中降雪により複数箇所で大型車が立往生

したことで、最大約 2,100 台の大規模な車両滞留が発生し

た。解消に時間を要したことから、滞留車両に取り残さ

れた方々の人命や健康への懸念を生じさせるとともに沿

線地域の生活活動や物流が滞ることで、社会経済活動に

多大な影響を及ぼす結果となった。 
塩沢石打 SA 上り線の入口ランプ部の上り勾配において

も、同期間に登坂不能車両が発生し、この車両を先頭に

本線部まで滞留車両が連なる事象が発生している。これ

らの事案を踏まえ、令和 3 年度雪氷期に向けて、SA 入口

ランプ部における登坂車不能対策が早急に必要となった

ことから、ランプ部において新たに融雪設備の設計・設

置を行うこととした。 
本稿では、令和 2年度の雪氷期を振り返り、令和 3年度

雪氷期前に実施した塩沢石打 SA のランプ部における既設

散水融雪設備を活用した登坂不能対策を行った結果につ

いて報告する。 
 
2. 既設散水融雪設備の概要と課題について 
塩沢石打 SA 上り線の既設散水融雪設備を図 3 に示す。

SA 内 4 箇所の井戸を取水源とし、トイレ及び商業施設前

の歩道部、駐車場、汚水処理槽室前の3つのエリアに散水

を行っている。しかし、既設井戸の状況を確認したとこ

ろ、内 2 箇所の井戸が揚水不能であることが判明した。 
このような状況から今回行う散水融雪設備の追加は、

揚水可能な2箇所の井戸からの揚水量と既設エリアへの散

水量を考慮した上で設置しなければならないという課題

がある。 

 

図 3 塩沢石打 SA(上り線)既設散水設備の整備状況 



 

3. ランプ部の融雪設備の設計及び算定について 
設計要領に沿った基本的な融雪設備の設計では、融雪

方式の選定を行うために各種制約条件の確認や検討が必

要となるが、既設融雪設備が散水方式を用いていること

から同方式を適用することとし、設計降雪深及び異常時

降雪深の算出、散水量及び散水面積の算定、散水範囲の

見直し、配管及びノズルの選定の流れ(図 4)で設計を行っ

た。 
 

 
図 4 設計ステップ 

 
3.1 設計降雪深及び異常時降雪深の算出 
融雪に必要なエネルギーを計算する根拠とするため設

計降雪深及び異常時降雪深の算出を行った。 
設計要領（※1）に基づく融雪設備設計では設計時間降

雪深の算出は過去5年の平均値を採用としているが、本設

計は先述の令和2年度の大規模滞留事案発生時のような、

異常降雪時における対応と位置付け、設計要領によらず

過去 5年間の降雪深の最大値と令和 2年度集中降雪時の時

間降雪深を双方比較を行い，設計降雪深を決定する方針

とした。 
気象条件は塩沢石打 SA のデータが存在しないため、比

較的気象条件が類似する湯沢 IC の令和 2 年のデータを用

いることとした。表1に設計時間降雪深の算出に用いた気

象条件を示す。 
表 1  気象条件（湯沢 IC） 

 
設計に用いる降雪深計算式を下記に示す。 

ｈｓ＝0.425Ｈｍ0.7 

Ｈｍ＝
累計降雪量（平均）

降雪日数（平均）
 

ここで、  
hs：設計降雪深 [cm/h] 
Hm：平均日降雪深[cm/d] とする。 

上記降雪深計算式から算出した過去5年間の設計時間降

雪深を表2に示す。本設計は登坂不能車両が発生しうるよ

うな異常降雪への対応となるため過去5年間の最大値であ

る 2015 年度の 3.39 cm/h を採用値とした。 
 

表 2  平均日降雪深と設計時間降雪深 

 

 
 異常時降雪深については、令和 2年 12月 15日～16日の

データを用いて降雪深の算出を行った。対象期間の降雪

量を表 3 に示す。15 日 6：00～16 日 3：00 までの 22 時間

で前述の設計降雪深 3.39 cm/h を上回り、平均 4.9 cm/h と

なった。また、16 日 2：00～3：00 には 10 cm/h 超の降雪

が確認されたが、降雪予報に合わせ降雪前から散水を開

始させることを考慮し、時間平均降雪深 4.9 cm/hを本設計

の採用値として設計を行うこととした。 
 

表 3  12 月 15 日～12 月 16 日の降雪量(湯沢 IC) 

 
 
3.2 散水量及び散水面積の算定 
単位散水量計算結果に融雪面積を乗じた所要散水量を

表 4 に示す。単位散水量は前述の設計降雪深採用値

4.9cm/h より計算の結果 0.74L/㎡･min を採用し、融雪面積

は車道 3.5m＋路肩 1.5m の計 5m とランプ延長 94m を乗じ

降雪量 降雪日数 最低平均気温 平均風速

[cm/h] [日] [℃] [m/s]

湯沢IC 2.74 69 -0.2 2.0

場所



 

た470m2とした。所要散水量は既設散水エリアの単位散水

量も含めた再計算の結果、合計で 1,051.3L/min となったが、

既設 2 箇所の井戸の実揚水量が 914L/min であることから、

計算で得られた必要散水量には足りないため、ランプ部

で新たに散水を行うべく既設散水範囲の見直しを行った。 
単位面積当たりの必要水量の計算は下記数式を用いて計

算を行った。 𝑞 = ℎ𝑠 × 𝜌 × (334 + 2.1 × |𝑡𝑠| + 4.2 × 𝑡ଶ)6 × 4.2 × 𝛼 × 𝑘 × (𝑡ଵ − 𝑡ଶ − 𝑡௥)  

ここで、 
ｑ：単位面積当たりの必要水量 [L/m2･min] 

hs：時間降雪深[cm/h]   
ρ：降雪密度 [g/cm3]  
ts：雪の温度[ ℃]   
t1：散水温[℃] 
t2：散水された水が側溝に流れ落ちるときの水温 [℃] 
k ：融解係数 
tr：通行車両による低下水温[℃] 
α：通行車両による撹拌効果係数   
とする。 
 

表 4  所要散水量計算結果 

 

 
3.3 散水範囲の見直し 
散水量及び散水面積の算定よりランプ部を加えた全体

の散水量を実揚水量に合わせる必要が生じたため、機械

除雪にて対応可能な汚水処理槽室前の管理用道路及び駐

車場の一部エリアの散水量を制水弁「閉」とし制限する

ことでランプ部の散水量を確保する方針とした。図5に見

直し前(既設)と見直し後の散水範囲、表 5 に見直し後の必

要散水量の計算結果を示す。この散水範囲の見直しによ

って、合計の散水量は 910L/min となり、実揚水量である

914L/min以下での散水を可能とした。 

 

 

 

表 5 散水量見直し計算結果 

 
 
3.4 配管及びノズルの選定 
 ランプ部に設置する配管は既設配管の管径や流量、揚

程、各損失を踏まえた検討の結果80A（流量1.3m/s）を採

用とした。 
ノズルは流速、設置及び散水高さ、散水距離等を考慮

し散水量及び散水面積の算定で採用値とした0.74L/m2･min
をクリアする3個孔の露出ノズル（写真1）を採用とした。 

 

 

写真 1 露出ノズル 
 
 

融雪面積 単位散水量 散水量 単位散水量 散水量

[ｍ
2
] [Ｌ/ｍ

2
・ｍｉｎ] [Ｌ/ｍｉｎ] [Ｌ/ｍ

2
・ｍｉｎ] [Ｌ/ｍｉｎ]

管理用道路 40 0.83 33.2 0.42 16.8

合計 1,675 1,390 1,051.3

既　設 再計算

融雪対象場所

107.1

駐車場 1,380 0.83 1,145.40 0.42 579.6

歩道 255 0.83 211.7 0.42

347.8ランプ部 470 0 0 0.74

図 5 散水範囲:(a)見直し前 (b)見直し後 



 

４. 対策結果 
ランプ部における設備設置状況を写真2に示す。 
令和3年12月17日～18日（データは17日10：00～18日9：
00まで）にかけての降雪時にランプ部の散水融雪設備を

実稼働させた結果を以下写真3に示す。当日の散水エリア

は前項図5(b)に示す通り、一部散水エリアの散水量の制限

を行い、ランプ部への散水を実施した。表6に散水実施日

の降雪量を示す。17日は20：00頃から降雪が確認され、

翌日9：00までの間で最大時間降雪量4.4cm/h、累計降雪量

は35.6cmを記録し、本対策における設計にて採用した降

雪深4.9cm/hに迫る降雪となったものの、写真3に示す通り、

ランプ部への散水は有効であり、散水エリアのほぼ全域

で積雪することなく融雪可能であることを確認すること

ができた。 
 

 
写真 2 ランプ部散水設備設置状況 

 
表 6  12 月 17 日～12 月 18 日の降雪量 

 

 

 

写真 3 ランプ部散水状況 
 
４． おわりに 
令和2年度雪氷期の振り返りにより、塩沢石打SA上り線

入口ランプ部における登坂不能車両対策として、早急に

対策が必要となったため，既設散水設備を活用したラン

プ部散水融雪設備の追加を行った。 
前述した設計を速やかに行い、現地施工も雪氷期前ま

でに完了させることができ、実際の降雪時も有効性を確

認することができた。これらの対策によって令和3年度塩

沢石打SAランプ部において登坂不能車は発生していない。 
今後も過去と同様又はそれ以上の降雪が予測されるこ

とから、お客様の安心・安全・快適・便利な高速道路サ

ービスをお届けすることを第一に雪氷対策を進めていく。 
 
 
※1 東日本高速道路株式会社 設計要領第7集 機械設備 

第4編 融雪設備 

降雪量 累計降雪量 積雪深 気温

[cm] [cm] [cm] [℃]

12月17日 19:00 0.0 0.0 0.2 5.9

20:00 2.2 2.2 2.4 1.5

21:00 3.7 5.9 6.1 1.0

22:00 2.5 8.4 8.6 0.7

23:00 2.0 10.4 10.6 0.0

12月18日 0:00 1.7 12.1 12.3 -0.6

1:00 3.6 15.7 15.9 -0.7

2:00 4.4 20.1 20.3 -1.1

3:00 3.6 23.7 23.9 -1.5

4:00 3.5 27.2 27.4 -1.6

5:00 0.0 27.2 27.5 -1.3

6:00 2.0 29.2 29.5 -1.6

7:00 3.0 32.2 32.5 -1.5

8:00 1.4 33.6 33.9 -1.3

9:00 2.0 35.6 35.9 -1.0

日時 時刻


